
これまでの取組状況 当面（今年度中）の取組 予算措置状況
期待される効果・
達成すべき目標

（３）地域経済活動の再生

農林水産
省

○　東日本大震災による津波等の影響により、23年度以
降の農作物の生産を断念せざるを得なくなった農地等が
多く発生。これらの被災農地で経営を再開するためには、
ゴミ・礫の除去、農地・水路の補修等を行う必要があり、こ
れらの取組を共同で行う農業者に対し、経営再開のため
の支援金を交付することで、復旧作業を支援。
※　本事業は平成27年度までで終了

※　本事業は平成27年度まで
で終了

※　本事業は平成
27年度までで終了

※　本事業は平成27年度まで
で終了

（ⅱ関連）
被災農家経営再開
支援事業

各府省の復興施策の取組状況の取りまとめ-公共インフラ以外の復興施策-

復興施策 担当
省庁

　③農業

①農地・水保全管理支払復旧活動支援交付金において、
被災した農地周りの水路の補修等を行う集落を支援。平
成28年度は、福島県の集落に対して復旧活動支援交付
金による活動を支援。（これまでに８県の集落に対して支
援）
②被災した農地・農業用施設に係る償還中の土地改良事
業負担金について、利子を助成。（平成29年３月末までに
121地区に対し利子助成を実施）
③避難先等で荒廃農地を活用し営農活動の再開に取組
む被災農家等への支援を74取組（164人）において実施。
④ 被災により経常賦課金の徴収が困難となっている土
地改良区に対し、業務運営の維持に必要な資金借入れ
の無利子化や業務書類・機器等の復旧に対する支援を
実施（28年度は、16土地改良区に対して支援）。

①平成28年度をもって本交付
金による全ての事業が完了。
②助成地区において営農が再
開されたことから平成28年度を
もって終了。
③平成30年度までの支援を
もって終了。
④被災した土地改良区に対す
る支援については、平成28年
度までの支援をもって終了。

・農地・水保全管理
支払交付金　－（平
成28年度予算を
もって終了）【復興
特会】
・農家負担金軽減
支援対策事業事業
－（平成28年度予
算をもって終了）
【復興特会】
・荒廃農地等利活
用促進交付金
－ （平成30年度予
算をもって終了）
【一般会計】
・被災土地改良区
復興支援事業　－
（平成28年度予算
をもって終了）【復
興特会】

※　平成30年度までで終了

（ⅰ・ⅱ関連）
被災農地等の復旧
その他経営再開まで
の支援等

農林水産
省



農林水産
省

○　震災後直ちに農協等の金融機関に対して償還猶予
等の条件変更を要請。
○　平成23年度補正予算(１次・３次)、平成24年度～令和
元年度予算において、農業者向け災害復旧関係資金に
ついて、一定期間実質無利子、実質無担保・無保証人で
の貸付け（担保や保証人を徴求する場合にあっては、融
資対象物件担保や同一経営の範囲内の保証人のみ徴
求）を措置（令和２年２月29日現在で6,863件、2,327億円
の貸付決定）。
○　債権の買取り等により被災事業者の支援を行う「株
式会社東日本大震災事業者再生支援機構（事業者支援
機構）」及び各県の「産業復興機構」が設立。事業者支援
機構は、各県の産業復興機構と相互補完しつつ、小規模
事業者、農林漁業者、医療福祉関係事業者等を重点的
に支援することとされており、関係省庁やこれらの機構と
連携しつつ、適切に対応。

○　令和２年度予算でも、引き
続き、実質無利子、実質無担
保・無保証人貸付けにより新規
融資の円滑化を支援。
○　これらのほか、債権買取り
の仕組み等も適切に活用し、被
災農業者等が復旧・復興の取
組を円滑に進められるように引
き続き支援。

・　農業経営の復
旧・復興のための
金融支援926百万
円（令和２年度）【復
興特会】

○　実質無利子、実質無担保・
無保証人貸付けにより、資産を
失った被災農業者等の復旧・復
興の取組のための資金が円滑
に融通されることが期待でき
る。
○　令和２年度予算で措置した
融資枠（30億円）等を目安として
被災農業者等の資金調達の円
滑化を目指す。

農林水産
省

○　被災農業者に対する農業生産関連施設の復旧、農
業用機械等の導入等を支援
（平成23年度補正予算、平成24～令和元年度当初予
算）。

○　東日本大震災からの本格
復旧に向け、放射性物質によ
る健康不安の解消に資する農
業生産工程管理（GAP）の導入
等、早急に生産力、販売力を回
復する産地の取組や共同利用
施設の復旧等を支援する。

・　東日本大震災農
業生産対策交付金
210百万円（令和２
年度予算）【復興特
会】

○　当面、営農活動等が被災
前に比べおおむね同程度以上
に復旧することを目標とする。

農林水産
省

○　平成23年度補正予算から令和元年度当初予算にお
いて、市町村が事業実施主体となり、農業用施設・機械を
整備し、地域の被災農業者に貸与等ができるよう措置。
　　（被災地域における農業の復興を図るため、農業用施
設・機械の整備等の要望について、これまでに、東日本
大震災復興交付金については、岩手県1,556百万円、宮
城県37,400百万円、福島県4,298百万円、茨城県22百万
円、長野県384百万円を配分。福島再生加速化交付金に
ついては、福島県に21.243百万円配分。）

○　令和２年度も、市町村が事
業実施主体となり、農業用施
設・機械を整備し、地域の被災
農業者に貸与等ができるように
措置。

・被災地域農業復
興総合支援事業
（平成28年度以降
予算措置なし）（東
日本大震災復興交
付金）【復興特会】
・被災地域農業復
興総合支援事業
（令和２年度）（福島
再生加速化交付
金）【復興特会】

○　被災地域の農業の復興

（ⅲ関連）
東日本大震災農業
生産対策交付金

（ⅲ関連）
被災地域農業復興
総合支援事業

（ⅱ関連）
農業の復旧・復興に
向けた金融支援



農林水産
省

○　農林漁業者等の６次産業化の取組を支援するため、
６次産業化プランナーによる総合的なサポートを行うとと
もに、新商品開発や販路開拓の取組に対する支援や、施
設整備の取組に対する支援を実施。福島県においては、
令和元年度から始めた６次産業化エグゼクティブプラン
ナーによる重点的な支援を実施。
○　地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創
出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律に
基づき、2,557件の事業計画を認定（令和2年3月31日現
在）。（うち被災地（岩手・宮城・福島県）における認定件数
は、175件）
○　農林漁業成長産業化ファンドの出資決定件数は157
件（令和2年3月31日現在）。（うち被災地（岩手・宮城・福
島県）における出資件数は、8件）

○　農林漁業者と多様な事業
者が連携して行う地域資源を
活用した新商品開発や販路開
拓等の取組、加工・販売施設等
の整備及び新たな高付加価値
商品等の創出･事業化に必要
な技術実証、マーケティング等
を支援。

・食料産業・６次産
業化交付金2,534百
万円の内数　（令和
２年度）【一般会計】

○　令和２年度までに６次産業
化の市場規模を10兆円にする。

農林水産
省

○　平成23年度から、化学肥料・化学合成農薬を原則５
割以上低減する取組と合わせて地球温暖化防止や生物
多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む農業者
の組織する団体等に対して直接支援する「環境保全型農
業直接支払交付金」を実施。
○　平成27年度からは、「農業の有する多面的機能の発
揮の促進に関する法律」に基づく制度として実施。
○　平成30年度の取組状況については、取組件数3,609
件、取組面積79,465ha。

○　環境保全型農業直接支払
制度の実施等を通じ、被災地
における環境保全型農業の推
進を図る。

・環境保全型農業
直接支払交付金
2,451百万円の内数
（令和２年度予算）
【一般会計】

○　自然環境の保全に資する
農業生産活動の普及

（ⅲ関連）
農山漁村の６次産業
化

（ⅲ-イ関連）
環境保全型農業の
取組推進



農林水産
省

○　津波被害を受けた50市町村を対象として、集落での
話合いに基づき、地域の中心となる経営体を定めた経営
再開マスタープランの作成と農地集積等の支援を行うこと
とし、平成23年度第３次補正予算及び平成24～27年度当
初予算で地域農業経営再開復興支援事業を措置。
○　本事業により、43市町村（作成予定市町村の
100％）、270地区（作成予定地区数の94％）でプランを作
成（平成28年３月末時点）。
○　集中復興期間が平成27年度までで終了したことに伴
い、本事業は終了したが、平成28年度からは一般会計予
算の人・農地問題解決加速化支援事業の対象に、津波
被害を受けた50市町村も含めて、支援を継続。

※本事業は平成27年度までで
終了。今後のプランの継続的な
話合いと見直しは、一般会計予
算（人・農地問題解決加速化支
援事業）を活用する。

※本事業は平成27
年度までで終了。
（別途、一般会計予
算の人・農地問題
解決加速化支援事
業（令和２年度、
503百万円）で支援
を継続）

※本事業は平成27年度までで
終了。（別途、一般会計予算の
人・農地問題解決加速化支援
事業（令和２年度、503百万円）
で支援を継続）

農林水産
省

○　平成23年度第３次補正予算及び平成24年度予算に
おいて、農村高齢者に新たな活動・就労の場を提供する
観点から、農村高齢者による技術指導の下で仮設住宅
入居者等（高齢者や女性を含む）が農作業を行う取組を
支援。（平成25年３月末までに延べ26地区（岩手県２地
区、宮城県12地区、福島県12地区）において実施。）

※本事業は、平成24年度で終
了。

※本事業は、平成
24年度で終了。

※本事業は、平成24年度で終
了。

（ⅲロ関連）
地域農業経営再開
復興支援事業

（ⅲハ関連）
農と福祉の連携によ
るシニア能力活用モ
デル事業



○　平成23年度は、「食と地域の交流促進対策交付金」を
活用し、農業経営の多角化などに向け、豊かな地域資源
を活かしたグリーン・ツーリズムなどの取組を支援。
　平成23年度第３次補正予算において「食と地域の絆づく
り被災地緊急支援事業」を実施し、平成23年度は約３万
人が復興ボランティアに参加。
○　平成24年度は、引き続き「食と地域の交流促進対策
交付金」による取組を支援したほか、「ふるさとふれあい
プロジェクト」を展開し、ボランティア希望者のニーズと被
災農山漁村におけるニーズとのマッチングを支援。
○　平成25、26年度は、「都市農村共生・対流総合対策
交付金」で、集落が市町村・NPO等多様な主体と連携して
取り組む、農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教
育、福祉等に活用する地域の手作り活動について、外部
人材の活用や活動拠点施設の補修等を含め、総合的に
支援。
　また、引き続き「ふるさとふれあいプロジェクト」を通じ、
ボランティア希望者と農山漁村のニーズとのマッチングを
支援。
○　平成27年度は、「都市農村共生・対流総合対策交付
金」で、集落が市町村・NPO等多様な主体と連携して取り
組む、農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育、
福祉等に活用する地域の手作り活動について、外部人材
の活用や活動拠点施設の補修等、被災地を含め総合的
に支援。
○　平成28年度は、「農山漁村振興交付金」で、集落が市
町村・NPO等多様な主体と連携して取り組む、農山漁村
の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育、福祉等に活用す
る地域の手作り活動について、被災地を含め総合的に支
援。
○　平成29～令和元年度は、「農山漁村振興交付金」の
「農泊推進対策」で、「農泊」を持続的なビジネスとするた
め、実施体制の構築、農林漁業体験プログラム等の開発
による魅力ある観光コンテンツの磨き上げへの支援に加
え、古民家等を活用した滞在施設の整備を、被災地を含
め総合的に支援。

令和２年度は、「農山漁村振興
交付金」の「農泊推進対策」で、
「農泊」を持続的なビジネスとす
るため、実施体制の構築、多言
語への対応等の環境整備、体
験プログラム等の開発による魅
力ある観光コンテンツの磨き上
げへの支援に加え、利用者
ニーズに対応した農泊らしい農
家民宿や古民家等を活用した
滞在施設の整備を、被災地を
含め総合的に支援。

農山漁村振興交付
金9,805百万の内数
（令和2年度）【一般
会計】

○　農山漁村での受入体制の
整備等を地域の実情を踏まえ
つつ推進し、被災地における都
市と農山漁村の交流拡大に貢
献。

（ⅲハ、ⅵ関連）
復興ツーリズムなど
地域資源を活かした
被災地における交流
の推進

農林水産
省



農林水産
省

○　平成29年度末まで、農業・農村分野は岩手県、宮城
県及び福島県、漁業・漁村分野は岩手県及び宮城県にお
いて「研究・実証地区」を設け、土地利用型農業・施設園
芸農業の経営改善や水産業・養殖業・水産加工業の高度
化を図るため、15分野16課題の大規模実証研究を実施。
　また、研究情報の共有や相互の調整等を行う開放型研
究室を岩手県・宮城県・福島県内にそれぞれ設置して、
研究内容や取組状況に関する情報を発信。
○　平成30年度からは、被災地の状況変化に起因する技
術的課題を解決するため、先端技術に関する新たな現地
実証研究11課題を開始（令和２年度まで）。
　また、被災地内に新たな農業分野、水産業分野の社会
実装拠点を設け、情報発信、技術研修、現場指導等の成
果の社会実装に係る取組を強化。

○　引き続き、被災地の状況変
化に起因する技術的課題を解
決するため、先端技術に関する
新たな現地実証研究を進める。
○　被災地内の農業分野、水
産業分野の社会実装拠点にお
いて、情報発信、技術研修、現
場指導等の成果の社会実装に
係る取組を推進。

・食料生産地域再
生のための先端技
術展開事業　824百
万円（令和２年度）
【復興特会】

○　本事業により、確立した技
術体系の普及・実用化を図り、
被災地における農林水産業の
生産性の向上を促進することに
よって、被災地の農林水産業の
復興・創生を促す。

○　令和５年度までに、再生可
能エネルギーを活用して地域の
農林漁業の発展を図る取組を
行う地区の再生可能エネル
ギー電気・熱に係る経済規模を
600億円に拡大。
被災地でも多くの地区で再生可
能エネルギーを活用すること
で、地域の農林漁業の発展、再
生可能エネルギーの地産地消
の推進に貢献。

（ⅳ関連）
食料生産地域再生
のための先端技術
展開事業

（ⅲ関連）
農山漁村における再
生可能エネルギーの
導入促進

農林水産
省

○　平成24～28年度にかけて、青森県（１カ所）、岩手県
（３か所）、福島県（３か所）、宮城県（１か所）、茨城県（３
か所）、栃木県（１か所）、新潟県（１か所）及び長野県（１
か所）の再生可能エネルギー発電施設の運転開始に向
けた支援を実施。
○　これら施策により、６か所の発電事業が開始され（令
和２年3月末時点）、売電収益を活用して、農林水産業の
復興に向けた取組を実施。
〇　また、地方公共団体や農林漁業者の組織する団体等
が農山漁村の地域循環資源を再生可能エネルギー等と
して活用し、地域の持続可能な発展を目指す取組につい
て、地域資源活用展開支援事業において、関連事業者と
のマッチング等による計画策定支援、専門家によるアドバ
イス、事例等の情報発信による支援を実施。その一環と
して、福島県で地方公共団体及び農業者と再生可能エネ
ルギーの利活用について意見交換を実施。

〇　地方公共団体や農林漁業
者の組織する団体等が農山漁
村の地域循環資源を再生可能
エネルギー等として活用し、地
域の持続可能な発展を目指す
取組について、地域資源活用
展開支援事業において、関連
事業者とのマッチング等による
計画策定支援、専門家による
アドバイス、事例等の情報発信
による支援を実施。

・地域資源活用展
開支援事業31百万
円（令和２年度）【一
般会計】



農林水産
省

○　再編強化法の特例措置に基づき、８農協・１漁協に対
して資本増強を決定。
・　大船渡市農協（10,790百万円）、ふたば農協（9,660百
万円）及びそうま農協（9,900百万円）：平成24年２月２日
決定（同月24日実施）
・　南三陸農協（1,350百万円）、いしのまき農協（5,470百
万円）、仙台農協（10,510百万円）、名取岩沼農協（750百
万円）、みやぎ亘理農協（1,860百万円）及び宮城県漁協
（6,680百万円）：平成24年３月１日決定（同月23日実施）
○　上記の資本増強を受けた全ての組合の優先出資は
全額返済済みとなった。なお、各組合の返済は以下のと
おり。福島県の２農協（ふたば農協、そうま農協）は平成
28年１月、宮城県の５農協（南三陸農協、いしのまき農
協、仙台農協、名取岩沼農協、みやぎ亘理農協）は同年
３月、大船渡市農協は同年５月、宮城県漁協は平成30年
7月にそれぞれ優先出資を全額返済済み。

○　本事業は平成30年９月30
日に終了。 －

○　本事業は平成30年９月30
日に終了。

農林水産
省

○　災害発生時等にも畜産農家に飼料を安定的に供給
するため、事業継続計画（BCP）を策定した生産者団体や
飼料メーカー等が飼料穀物を備蓄する取組を支援。

○　生産者団体や飼料メーカー
等がBCPに基づいて実施する
飼料穀物の備蓄をはじめとする
配合飼料の安定供給のための
取組に対し、その費用の一部を
支援。
○　非常時における配合飼料
の安定供給を図るため、関係
者の連携体制の強化に向けた
協議会の開催、原料の利用・配
合飼料の生産状況の調査等の
取組を支援。

・飼料穀物備蓄対
策事業　1,750百万
円（令和２年度予
算）の内数【一般会
計】

○　災害発生時にあっても、生
き物である家畜の命を繋ぐこと
により、畜産業の存立基盤及び
消費者に対する畜産物の安定
供給を確保。

（ⅳ関連）
再編強化法に基づく
金融支援

（ⅵ関連）
飼料の安定供給対
策の推進



農林水産
省

○「食べて応援しよう！」のキャッチフレーズの下、生産
者、消費者等の団体や食品産業事業者等、多様な関係
者の協力を得て被災地産食品の販売フェアや社内食堂
での積極的な利用の取組を推進（令和２年度１月末まで
に1,636件）
○　福島県産農産物等の正しい理解を促進し、ブランド力
を回復するため、福島県が行う福島県産農産物等のPR
のための取組を支援。
・福島県産農林水産物の魅力や安全性を伝えるためのメ
ディア向けセミナーの開催（平成29年度までに９回）（平成
28年度で事業終了）
・民間団体・市町村が行う福島県産農産物等の国内外の
PR事業への支援（令和元年度までに1,885件）

○　被災地産農林水産物・食品
等について、「食べて応援しよ
う！」のキャッチフレーズのも
と、社内食堂での積極的な利
用や販売フェア等の取組を官
民の連携を図りながら引き続き
推進。
○　これまでの取組をより一層
強化し、生産から流通・販売に
至るまで、風評の払拭を総合的
に支援。
具体的には、①安全で特徴的
な農林水産物の生産に向けた
取組、②農林水産物の放射性
物質検査の推進、③流通実態
調査の実施、販路拡大・販売促
進に向けた取組を支援。

・福島県農林水産
業再生総合事業
4,660百万円（令和
２年度予算）【復興
特会】

○　福島県産農林水産物等の
価格を震災前と同水準に回復

農林水産
省

○　福島原発事故の影響により、生産の断念を余儀なくさ
れた避難指示区域等においては、農地の除染とあわせ
て、安心して営農ができる環境づくりに取り組む必要があ
り、福島県に基金を造成（24年度補正予算、30年度当初
予算）。
○　本基金により、避難指示区域等において、除染後農
地等の保全管理、鳥獣被害防止緊急対策、営農再開に
向けた作付実証及び収穫後の汚染防止対策等に対して
支援。

○　引き続き、除染後農地等の
保全管理、鳥獣被害防止緊急
対策、営農再開に向けた作付
実証、避難からすぐに帰還しな
い農家の農地を管理耕作する
者に対して支援。

・　福島県営農再開
支援事業　36,216
百万円【復興特会】
※ 平成24年度補正
予算で基金を措置
後、30年度予算で
所要額を充当。

○　令和２年度末までに、福島
県において生産の断念を余儀
なくされた農地のうち、６割の営
農再開を図ることを目標。

(ⅶ関連)
被災地産農林水産
物の消費拡大

（ⅱ関連）
福島県営農再開支
援事業


